
元気が出る水産業の確立
経営状況の悪化、魚価の低迷等の状況に対応して、経営の改善を図る
漁業者等への支援や魚価の安定と漁協等の販売力・体質の強化を行うほ
か、技術革新、内水面漁業の振興を支援し、元気が出る水産業を確立。

強い水産業づくり交付金 １５，２２８（０）百万円の内数
その他 ４，５８６（２，８４９）百万円

１ ポイント
（１）経営改善を図る漁業者等への支援
① 中小漁業経営支援事業 ６４（０）百万円
経営の改善に向けたソフト支援を行う経営支援協議会を設置し、経営の
プロによる計画の策定指導や経営指導を実施。

② 金融支援の充実
民間金融機関の協力の下、代船取得を通じた経営改善に取り組もうとす
る漁業者に、農林漁業金融公庫からの借入に係る債務の整理のための新資
金（公庫資金）を措置。

③ 担い手代船取得支援リース事業 １，１４１（２９６）百万円
代船取得が困難となっている漁業者の漁船取得を支援するため、漁業者
団体がその与信力を活用して実施する漁船リースについてリース料の一部
を助成。

④ 中小漁業関連資金融通円滑化事業 ２５４（０）百万円
都道府県による負担の弾力化を図ることにより、漁業信用基金協会によ
る無担保無保証人の債務保証を促進し、漁業者の円滑な資金調達を確保。

⑤ 経営資源の円滑な継承に対する支援 １４９（０）百万円
経営の再建が困難な者の経営資源を適正に評価し、効率的な経営体に円
滑に継承するためのスキームを設け支援。

（２）魚価の安定と漁協等の販売力・体質の強化
① 調整保管事業資金造成費 １，６５６（１，７１０）百万円
流通構造の変化、漁獲状況による魚価下落に対して、調整保管事業の実
施を促進するため、放出先の拡大等による効率的・効果的な事業を推進。

② 国産水産物新需要創出ビジネスモデル事業 ２０８（０）百万円
国民から信頼される国産水産物の生産・流通体制を構築し適正な魚価形
成に資するため、産地の中核的役割を担う漁協等が多様化する消費者ニー
ズを的確に把握しつつ新たな需要創出に向けた水産物流通の取組（非食用
向けから食用向けへの転換等）を推進。
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③ 漁協系統組織・事業改革促進事業 １１２（０）百万円
漁協の組織再編に向けた啓発普及、事業改革モデルシステムの開発、監
査活動の拡充・強化等を図り、漁協の組織・事業改革及び機能高度化を総
合的に推進。

④ 漁業経営維持安定資金利子補給等補助金（漁協等経営基盤強化対策分）
４０５（３１６）百万円

認定漁協に向けた合併等を行う漁協が合併等に必要な借入をした場合に
加え、県一漁協又はこれに準じる規模の合併を行った認定漁協が事業改革
に取り組む際の長期運転資金の借入れに対し利子補給を実施。

（３）技術の革新
① 水産業構造改革加速化促進 ３９２（３６５）百万円
漁船漁業等が直面している課題を解決し水産業の新たな発展を図るため
の水産業構造改革に資する技術開発について、課題を公募し民間企業等が
主体となり単独又は他機関との連携により実施。

② 漁船漁業構造改革促進調査検討事業 ３０（０）百万円
漁船漁業の新技術導入を円滑に促進するため、漁業現場における実態の
把握、漁業者等から提案された漁船像の技術面・経営面からの検証、実証
試験等を実施。

（４）内水面漁業の振興
（ ）① 内水面振興施設の整備 強い水産業づくり交付金

内水面漁業・養殖業の持続的かつ健全な発展と地域の活性化に資する種
苗生産供給施設等の増殖基盤や交流促進施設等の整備を実施。

（ ）② 健全な内水面生態系復元等の推進 強い水産業づくり交付金
その他 １７６（１６２）百万円

生態系の保全・復元に配慮した効果的な資源増殖手法の確立等を図るた
め、アユや渓流魚に関する試験研究や在来種に対する外来魚の影響調査等

、 、を行うとともに 有害外来魚やカワウによる漁業被害の軽減等を図るため
地域において行われる生息状況調査や駆除、密放流防止の啓発活動、食害
防止措置等について支援を実施。

民間団体、地方公共団体、漁連、漁協 （独）水産総合研究２ 事業実施主体 、
センター等

定額、２／３、１／２、委託３ 補助率

[担当窓口課：水産庁水産経営課（０３－３５０１－３８４６（直 ］））
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「海の恵み」の持続的な利用
持続的な利用が可能な水産資源について、水産資源調査を確実に実

施し、より適切な利用及び管理を実現するための体制を整備するとと

もに、国際的な資源管理を推進。また、豊かな海の再生とつくり育て

る漁業を推進。

強い水産業づくり交付金１５，２２８（０）百万円の内数

その他 ４０，９５８（３９，８８６）百万円

１ ポイント

（１）水産資源調査の推進

① 我が国周辺水域資源調査等推進対策

１，８３３（２，０００）百万円

我が国周辺の水産資源を捕食する生物の食性調査等により、資源評価の

、 。対象魚種について自然死亡要因を解明し より精度の高い資源評価を実施

また、新たに大陸棚の拡大が見込まれる水域における定着性の生物資源調

査を実施。

② 国際資源調査等推進対策 １，１５１（１，２６９）百万円

知見の公海等において漁獲される国際漁業資源の調査に加え、科学的

乏しい海産哺乳類について資源動向把握及び漁業への影響の定量化のた

めの調査等を実施。

（２）我が国周辺水域における水産資源管理の強化

① 資源管理体制・機能強化総合対策

（強い水産業づくり交付金）

その他 ３５５（３９１）百万円

水産資源の適切な保存及び管理を図るために、海洋環境調査、多種類包

括的な資源管理や資源回復計画対象魚種に係る質、コストの改善にも資す

る取組、漁業経営等を勘案したＴＡＣ魚種の中期的な管理方針の設定を推

進。

② 資源回復のための休漁等への支援

６１４（７００）百万円

資源回復計画等に沿って行われる休漁等の措置について、関係漁業者へ

の影響を緩和するための支援を実施。

③ 我が国２００海里内の指導監督及び取締

８，８４４（８，６１４）百万円

外国漁船等の操業適正化を図り、我が国２００海里水域における水産資

源の適切な保存・管理の実効性を確保するため、漁業取締船による取締り

の充実を行う等、指導・取締体制を強化。
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（３）国際資源管理への対応

① 責任ある国際漁業推進事業 ７５１（７４１）百万円

かつお、まぐろ等の国際資源について、適正な管理と持続的利用を図る

ため、国際漁業管理機関等における科学的議論に資する科学的調査、ＩＵ

Ｕ漁船対策を行うとともに、輸出されたまぐろ漁船の使用状況等について

の調査・確認を実施。また、混獲回避のための手法を活用した操業形態を

支援。

② 海外漁場等操業秩序維持推進事業 ９８（０）百万円

地域漁業管理機関等における適切な資源管理等を推進するため、海外漁

場に関係する国や機関の漁業情報の収集・分析等を行うとともに、我が国

周辺海域における安定的な操業秩序を確保するため、韓国、中国等との間

の民間協定の締結等を支援。

（４）豊かな海の再生とつくり育てる漁業の推進

① 「豊かな海の森づくり」の推進（公共・非公共）

（強い水産業づくり交付金）

その他 ２６，８５０（２５，６７２）百万円

漁業者の主体的な取組を含め、水産生物の良好な生息生育の場である藻

場・干潟の造成等の漁場環境の改善を強力に推進。

川上から川下に至る豊かで多様性のある海づくり②

（強い水産業づくり交付金）

その他 ２９０（３３５）百万円

トド等の海産哺乳類による漁業被害の防止対策など漁場環境に関する

多面的・総合的な対策を広域的な視点から実施。

③ 水産資源増殖の推進 （強い水産業づくり交付金）

水産資源の維持･増大を図るため、重要な海産魚介類、資源回復計画対

象魚種及び深刻な漁業被害を受けた地域の水産資源の種苗生産、放流等を

支援。また、水産基盤整備事業による魚礁等を活用した種苗放流、放流効

果の実証等を支援。

④ 養殖水産物ブランド・ニッポン推進対策

（強い水産業づくり交付金）

その他 １７１（１６３）百万円

地域の特性に即した養殖水産物のブランド化の推進及び「持続的養殖

生産確保法」に基づく漁場改善計画の普及等に対する総合的な支援策を実

施。

国、地方公共団体 （独）水産総合研究センター等２ 事業実施主体 、

定額、１／２等、委託３ 補助率
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資源回復の展開方向
質

量 ・

ｺｽﾄ５０魚種

魚 種 別 の 資 源 回 復 計 画[４１万トン］

魚漁獲量の１０％

種

包 括 的 な 資 源 管 理 計 画 へ 移 行

別管理が遅れ 現状 例えば定置網（ ） 取組内容 平成17年度要求（ ）

ているもの

管[104万トン] ◎漁業の特徴 １．網目の拡大、複数網目

の使い分け漁獲量の26％ 漁具にコストがかかるため同じ網目

理の漁具を漁期を通じて使用 （入網した小型魚を逃避

させる)◎漁獲物の特徴

・多種類の魚種が一度に入る

包［特に幼稚魚が多い］ ２．金庫網の導入

（小型魚等を分離させる）↓

括・選別作業が大変なため港まで持ち帰

３．減統、網揚げ休漁り選別

的↓ （全体的な漁獲努力量の

削減）・商品価値の低い幼稚魚まで水揚げ

な

管

理資源の回復が漁獲金額 質・コスト面の取組と

一体的な取組の促進の増加に結びつかない

（平成１７年度要求）・秋田県のハタハタ H15年

・鮮度保持、操業の効率化等はH7年より漁獲量21倍増加

・高度資源管理指針の作成ながら漁獲金額は2.5倍増

にとどまる

[担当窓口課：水産庁管理課（０３－３５０２－０１９８（直 ）]）
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有明海再生に向けた施策の推進
有明海の豊かな海としての再生に向けて、漁場改善、海域及び諫早
湾干拓の調整池の水質保全対策、調査・研究の推進等各種の施策に取
り組む。

百万円６，４４５（２，７０３）

１ ポイント
（１）漁場環境改善対策の推進（公共） １，６４４（１，５０８）百万円
○漁場の生産力の回復と水産資源の生息場の環境改善を目的として、しゅ
んせつ、作れい、耕耘、覆砂といった事業を、関係者の要望を踏まえ、
積極的に実施。

（２）有明海環境改善のための実証試験等（公共・非公共）
１，０００（０）百万円

○水質の富栄養化、底質の泥化や有機物の堆積等が進んでいる有明海の環
境改善に向けた新たな実証試験を実施。
○海岸環境保全に配慮した取組を推進。

（３）海域の水質保全対策等の推進（公共・非公共）
強い水産業づくり交付金 １５，２２８（０）百万円の内数

その他 １４８（１７２）百万円の内数＊
＊汚水処理対策は含んでいない。

○有明海へ流入する汚水処理対策を推進。
○浮遊ゴミや漂着ゴミ等の除去対策を引き続き実施。
○貧酸素水塊の発生メカニズムの解明、予察技術の開発を実施。
○二枚貝の生産回復対策その他海域の水質保全対策を推進。

（４）諫早湾干拓の調整池の水質保全対策の推進（公共）
＊３，０００（１，０００）百万円

＊調整池の水質浄化対策に限る。

○潜堤の設置、ヨシ等の水生植物等の活用による水質浄化対策や、流域内
農地における環境保全型農業の積極的な展開による流域からの負荷軽減
対策等、調整池の水質保全対策を推進。

８０１（１９５）百万円（５）調査、研究の推進（公共・非公共）
○干潟の環境保全機能の増進等に関する調査を推進。
○有明海の総合的な調査研究体制の確立等。

※（３）の計数は、予算額の合計に含まない。

２ 事業実施主体
国、都道府県、民間団体 等

３ 補助率
定額、１０／１０、１／２等、委託

）担当課：農村振興局農地整備課 ０３－３５０１－３７４６ 直（ （ ）
）水産庁漁政課 （０３－３５０２－０３３９（直）
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安全で安心な水産物の生産・供給基盤の整備等
安全で安心な水産物の生産供給のための漁港における衛生管理機能を

充実するとともに、水産加工場のＨＡＣＣＰ導入を促進するための環境

整備を推進。

強い水産業づくり交付金 １５，２２８（０）百万円の内数

その他 ３３，３４８（３２, ７６８）百万円

１ ポイント

（１）地域水産総合衛生管理対策推進事業（公共）

３３，１９８（３２，６０１）百万円

水産物の生産から流通まで地域が一帯となって水産物の衛生管理に意欲

的に取り組む地域の拠点漁港において、漁港内の水質を改善する漁港浄化

施設を一体的に整備し、水産物の衛生管理対策を強化。

（２）水産物供給施設等の整備 （強い水産業づくり交付金）

消費者に安全で安心な水産物を供給するため、公共事業等関連する

事業と一体的な計画の下、水産物の生産・流通・加工の過程における

高度衛生管理・環境負荷低減に対応した施設を整備。

（３）水産物安全・安心推進強化事業 １５０（１６７）百万円

水産加工場におけるＨＡＣＣＰ導入を促進するため、加工場の衛生管理

水準の評価、ＨＡＣＣＰ専門家の派遣、講習会の開催等を推進。

国、地方公共団体、民間団体等２ 事業実施主体

定額、１／２、１／３等３ 補助率

［ （ （ ））］担当窓口課：水産庁加工流通課 ０３－３５０２－４１９０ 直
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○加工場におけるＨＡＣＣＰ導入の遅れ
○漁港等産地における衛生管理対策の遅れ等

水産加工場におけるＨＡＣ 衛生面に配慮した生産・供給基盤
ＣＰ導入の促進 の整備

○品質衛生管理の向上 ○衛生管理に配慮した荷さばき施設、水産鮮度保持施

○新たな加工品等に対応した衛生管理対策の充実 設等高度衛生管理のための施設整備

○普及啓発 ○底質改善対策、漁港浄化施設等による高度衛生管理

対応型漁港整備

安全で安心な水産物の供給



多面的機能を発揮する水産業・漁村の支援

離島漁業の再生を図る取組に対し支援するとともに、効率的効果的な

水産基盤の整備を図り、また都市と漁村の共生・対流等による漁村の活

性化や漁村の総合的な整備等を推進。

強い水産業づくり交付金 １５，２２８（０）百万円の内数

その他 ２０，９３９（１５，５２３）百万円の内数

１ ポイント

（１）多面的機能の発揮の支援

① 離島漁業再生支援交付金 １，７４０（０）百万円

多面的機能を発揮する離島漁業の再生を図るため、藻場の維持管理等漁

場の生産力向上の取組や創意工夫を生かした新たな取組等を行う離島の漁

業集落に対し、必要な費用の財源に充てるため交付金を交付。

② 水産業・漁村の多面的機能普及啓発推進事業 ３０（０）百万円

水産業・漁村の多面的機能についての国民的理解を促進するため、その

内容の普及啓発を推進。

地域資源（漁場）の
保全と最大限の利用

地域資源（漁場）の
保全と最大限の利用

集落活動の
活性化

集落活動の
活性化

期待される効果期待される効果

① 本土に比べ、生産・販売面
で条件格差が存在
② 漁業就業者の減少、高齢化
が進行

③ 他の兼業機会も少なく、漁
業集落の活力が低迷

① 本土に比べ、生産・販売面
で条件格差が存在
② 漁業就業者の減少、高齢化
が進行

③ 他の兼業機会も少なく、漁
業集落の活力が低迷

離島の現状離島の現状

交付金
事業創設

高齢化比率：３４％（離島）
(H15) ２８％（本土）

自警活動体制の強化、
海保・漁協等との連携強化

本土の漁業に比べ条件が不利な離島に
おいて、中核的なグループが中心となっ
て共同で漁業の再生に取り組む漁業集
落（地区）に対し、交付金により支援

① 交付対象：漁業集落又は地区
② 対象行為：漁業再生活動

本土の漁業に比べ条件が不利な離島に
おいて、中核的なグループが中心となっ
て共同で漁業の再生に取り組む漁業集
落（地区）に対し、交付金により支援

① 交付対象：漁業集落又は地区
② 対象行為：漁業再生活動

現状と課題現状と課題
事業の内容
事業の内容

地域資源（本土に比べ優位な漁場）を十分に
生かしきれていない。

中核的グループが中心となって、共同で集落
（地区）の漁業の再生に取り組むことが必要

①集落協定の策定
②漁場の生産力の向上
（種苗放流、藻場の管理・改善、植樹、
海岸・海底清掃、漁場監視等）
③集落の創意工夫を生かした新たな取組

漁業再生活動の実施漁業再生活動の実施

離島の水産業・漁村の再生離島の水産業・漁村の再生

離島が有する
多面的機能の発揮

離島が有する
多面的機能の発揮

課題と対応方向課題と対応方向
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（２）都市と共生・対流する活力ある漁村の再生

漁村再生交付金（公共） ３，０００（０）百万円①

地域の創意工夫を活かした漁村の再生を支援するため、地域が自ら客観

的な目標・指標を設定し、事業完了後に評価・公表を行う仕組みを導入す

るなど、国の関与を大幅に縮減し、効率的・効果的に事業を推進。

② 循環型社会に対応した漁村づくり（公共・非公共）

（公共） １４，７４１（０）百万円の内数

（非公共） （強い水産業づくり交付金）

バイオマス資源、リサイクル材等を活用し、循環型社会に対応した漁村

づくりを推進するため、関連事業を総合的・効率的に推進。

漁村コミュニティ基盤整備 （強い水産業づくり交付金）③

漁場環境の保全や良好な漁村生活環境の維持を図るため、排水処理施設

の機能向上に必要な施設等を整備。

遊漁船等の分離収容施設の効果的な整備（公共）④

７００（７９７）百万円

漁港・港湾・河川の各管理者の連携による放置艇収容計画を策定するこ

とにより、放置禁止区域の設定等の規制措置の実施等を反映した、漁港にお

ける効果的な遊漁船等の分離収容施設の整備を推進。

都市漁村交流促進事業 ７８（６９）百万円⑤

都市と漁村の交流をより一層促進するため、漁村における歴史ある施設

や漁港等の既存施設の調査等を行い有効活用を推進。

漁村地域活性化推進対策 （強い水産業づくり交付金）⑥

都市と漁村の共生・対流を図るため、漁村における受入体制の整備と交

流活動の促進・定着、漁業と海洋性レクリエーションの共存できる海面利

用関係の構築を図るための取組等を支援。

津波危機管理対策緊急事業（公共） ６５０（０）百万円⑦

既存の海岸保全施設の防災機能を的確に発揮させるとともに､住民等の津

波からの避難を促進することにより､津波災害に関する危機管理対策を緊急

的に実施。

都道府県、市町村、民間団体等２ 事業実施主体

１／２、定額等、委託３ 補 助 率

[担当窓口課：水産庁防災漁村課（０３－３５０１－０６９７（直 ］））
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